
― 1 ―

証券コード 5884
2026年９月11日

（電子提供措置の開始日2026年９月８日）
株 主 各 位

東京都品川区上大崎三丁目２番１号
株 式 会 社 ク ラ ダ シ
代表取締役社長 河 村 晃 平

第12回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第12回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://corp.kuradashi.jp/ir/meeting/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「クラダシ」
又は「コード」に当社証券コード「5884」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」
を順に選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くだ
さい。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により事前に議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、
2026年９月29日（火曜日）午後6時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し
上げます。

敬 具
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記
１．日時：2026年９月30日（水曜日）午前11時00分（受付開始 午前10時30分）
２．場所：東京都港区赤坂二丁目５番６号 山王健保会館 2階 会議室

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
３．目的事項

・報告事項 １．第12期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業報告、連結計
算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第12期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）計算書類の報告の件
・決議事項
第１号議案 取締役４名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
(１) 議決権行使書面（郵送）において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示を

されたものとして取り扱わせていただきます。
(２) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使

を有効なものとして取り扱わせていただきます。
(３) インターネットと書面(郵送)により重複して議決権を行使された場合は、インターネッ

トによる議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎本総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいた
しますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
① 事業報告の「主な事業内容」、「主な営業所」、「従業員の状況」、「主要な借入先の状況」、「その他企業集

団の現況に関する重要な事項」、「株式の状況」、「新株予約権等に関する事項」、「責任限定契約の内容の概要」、
「補償契約の内容の概要」、「役員等賠償責任保険契約の内容の概要」、「社外役員に関する事項」、「会計監査人
に関する事項」、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
② 連結計算書類の「連結貸借対照表」、「連結損益計算書」、「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
③ 計算書類の「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」
④ 監査報告の「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告」「計算書類に係る会計監査人の監査報告」「監

査役会の監査報告書」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報
告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

◎株主総会におけるお土産等のご用意はございません。



行使期限
「スマート行使」によるご行使

行使期限
パソコン等によるご行使

行使期限
書面による議決権行使

議決権行使書

議決権行使書

株主総会へ出席

議決
権行
使書

株主総会開催日時

重複して行使された議決権の取扱いについて

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。
株主名簿管理人
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

議決権行使に関する
パソコン等の操作方法について  0120-652-031（9:00～21:00）
その他のご照会  0120-782-031（平日9:00～17:00）

（1） 書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）により二重に議決権を行使された場合は、インターネット（「スマート行使」を含む。）による
ものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2） インターネット（「スマート行使」を含む。）により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱
わせていただきます。
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議決権行使 についてのご案内
後記に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、以下のいずれかの方法により、議決権をご行使く
ださいますようお願い申し上げます。

事前にご行使いただける場合

2026年9月29日(火曜日)
午後6時30分行使分まで

2026年9月29日(火曜日)
午後6時30分行使分まで

2026年9月29日(火曜日)
午後6時30分到着分まで

議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net
同封の議決権行使書用紙の右下「スマ
ートフォン用議決権行使ウェブサイト
ログインQRコード」をスマートフォ
ンかタブレット端末で読み取ります。

詳細につきましては次頁をご覧ください。

にアクセスし、同封の議決権行使書用
紙に記載の議決権行使コード及びパス
ワードをご利用のうえ、画面の案内に
従って議案に対する賛否をご登録くだ
さい。
詳細につきましては次頁をご覧ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示いただき、行使期限ま
でに当社株主名簿管理人に到着するよ
うご返送ください。議決権行使書面に
おいて、議案に賛否の表示がない場合
は、賛成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。

当日ご出席いただく場合

2026年9月30日(水曜日)
午前11時

同封の議決権行使書用紙をご持参いた
だき、会場受付にご提出ください。



議決権行使書

③

④

● 「スマート行使」によるご行使 ● ● パソコン等によるご行使 ●

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の
賛否をご入力ください。

確認画面で
問題なければ	

「この内容で
行 使 す る 」 
ボタンを押し
て行使完了！

※	議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※	インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

① 議決権行使ウェブサイトへアクセスする①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②議決権行使ウェブサイトを開く

③各議案について
　個別に指示する

④ 全ての会社提案議案 
について「賛成」する

※	QRコード®は、株式会社
デンソーウェーブの	
登録商標です。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコードを読み取り、	
同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく	
必要があります（パソコンから、議決権行使ウェブサイト	https://www.web54.net	へ
直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「議決権
行使コード」をご入力
ください。

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください。

同封の議決権行
使書用紙に記載
の「パスワード」
をご入力くださ
い。

②ログインする

③パスワードを入力する

https://www.web54.net

 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使コード

パスワード

クリック
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 取締役４名選任の件
取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて取締役４名

（うち社外取締役１名）の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

【再任】
関
せ き と う た つ や

藤 竜 也
（1971年５月17日生）

1995年４月 住金物産株式会社（現日鉄物産株式会社）入社
2001年６月 デジット株式会社 入社
2002年６月 ヒューマンエージェント株式会社 取締役副社長
2014年７月 グラウクス株式会社（現当社）設立 代表取

締役社長
2024年７月 当社代表取締役会長（現任）

5,035,000株

【取締役候補者とした理由】
関藤竜也氏は、2014年７月の当社設立以来、代表取締役として当社の経営の指揮を執り、企業価

値の向上に貢献しております。今後も同氏が持つ創業者としての理念とリーダーシップにより、当社
の更なる成長と企業価値の向上に貢献が期待できると判断し、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

２

【再任】
河
か わ む ら こ う へ い

村 晃 平
（1985年11月30日生）

2009年４月 豊田通商株式会社入社
2012年４月 豊田通商（中国）有限公司駐在
2016年８月 株式会社Loco Partners入社
2019年６月 当社取締役
2022年７月 当社取締役執行役員CEO
2024年７月 当社代表取締役社長CEO（現任）
2026年４月 株式会社Nestia 代表取締役 （現任）

513,200株

【取締役候補者とした理由】
河村晃平氏は、2019年６月の取締役就任以来、経営、事業推進部門の担当役員として成長を牽引

してまいりました。今後も同氏の豊富な経験と高い見識により、当社の更なる成長と企業価値の向上
に貢献が期待できると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

【再任】
髙
たかすぎ さとし

杉 慧
（1986年７月31日生）

2011年２月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限
責任監査法人）入所

2014年９月 公認会計士登録
2017年１月 GCA株式会社（現フーリハン・ローキー株式会社）入社
2020年１月 当社取締役
2022年７月 当社取締役執行役員CFO コーポレート本部長
2024年７月 当社取締役CFO（現任）

263,200株

【取締役候補者とした理由】
髙杉慧氏は、2020年１月の取締役就任以来、専門知識と豊富な経験を活かし、コーポレート部門

の担当役員として当社における重要な役割を担い、当社の成長に貢献してまいりました。今後も当社
の更なる成長と企業価値の向上に貢献ができると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

４

【再任】
柏
かしわぎ あや
木 彩

（1982年９月４日生）

2008年４月 リードエグジビションジャパン株式会社（現
RX Japan株式会社）入社

2011年９月 KPMG Silicon Valley Office入社
2014年３月 株式会社マネーフォワード入社
2015年12月 同社広報部長
2021年12月 Island and Office株式会社 代表取締役
2021年12月 当社社外取締役（現任）
2024年10月 リンクス株式会社 社外取締役（現任）
2024年11月 株式会社ソノリタ 執行役員副社長（現任）

−

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
柏木彩氏は、金融及び広報に関する豊富な経験と幅広い見識を活かし、経営体制の透明性の確保及

びコーポレート・ガバナンスのより一層の強化を目的に、社外取締役として監督・助言をいただいて
おります。当社の経営体制の更なる強化を期待して、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．取締役関藤竜也氏の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社Social Goodが保有する株式

数を含んでおります。
３．取締役河村晃平氏の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるACTWELL株式会社が保有する株式数

を含んでおります。
４．柏木彩氏は社外取締役候補者であり、当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

届け出ております。本議案が承認され、柏木彩氏が再任された場合は、同氏を引き続き独立役員とし
て届け出る予定であります。

５．柏木彩氏の社外取締役就任年数は、本総会終結の時をもって４年９か月です。
６．当社は柏木彩氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する
額とします。本議案が承認され、同氏が再任された場合は、当該契約を継続する予定であります。

７．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しておりま
す。当該保険契約では、被保険者がその職務の執行に関し行った業務及び不作為に起因した損害賠償
金、和解金、争訟費用等が塡補されます。各候補者が取締役に選任された場合は、当該保険契約の被
保険者となります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

８．当社は、取締役の全員との間で、会社法第430条の２第１項に基づき、同項第１号の費用及び同項第
２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する内容とする補償契約を締結しております。
各候補者の再任が承認された場合は、当社は各候補者との当該補償契約を継続する予定であります。
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第２号議案 監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて監査役３名

の選任をお願いするものであります。本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

【再任】
田
たのうえ さおり
上 沙織

（1983年６月24日生）

2007年 12月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限
責任監査法人）入所

2013年 ４月 公認会計士登録
2021年 10月 当社監査役（現任）
2024年 ３月 株式会社オロ 社外取締役 監査等委員（現任）
2024年 ９月 税理士法人FLAIR 社員税理士（現任）

−

【社外監査役候補者とした理由】
田上沙織氏は、公認会計士として会計・監査における豊富な知識と経験を有していることに加え、

当社及び当社経営陣から独立した地位を有していることから、客観的・中立的立場にて経営に有用な
助言をしていただくことが期待できると判断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。

２

【再任】
小
おがわ けいすけ
川 敬介

（1981年５月12日生）

2010年１月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限
責任監査法人）入所

2015年８月 米国公認会計士（NY州）登録
2017年10月 PwCコンサルティング合同会社入社
2021年９月 当社監査役（現任）
2023年４月 株式会社Sustech 管理部長（現任）

−

【社外監査役候補者とした理由】
小川敬介氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、

米国公認会計士として、会計・監査における豊富な知識と経験を有していることに加え、当社及び当
社経営陣から独立した地位を有していることから、客観的・中立的立場にて経営に有用な助言をして
いただくことが期待できると判断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

【再任】
堀
ほりぐち たくや
口 拓也

（1990年３月１日生）

2016年９月 司法試験合格
2017年12月 最高裁判所司法研修所終了
2018年１月 鈴榮特許綜合事務所入所
2018年10月 弁護士登録／弁護士法人銀座ファースト法律

事務所入所
2022年５月 当社監査役（現任）
2023年１月 レックス法律事務所（現TXL法律事務所紀尾

井坂オフィス）入所（現任）
2024年９月 株式会社CoLife 社外監査役（現任）

−

【社外監査役候補者とした理由】
堀口拓也氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、

弁護士として企業法務及び法令に関する豊富な知識と経験を有していることに加え、当社及び当社経
営陣から独立した地位を有していることから、客観的・中立的立場にて経営に有用な助言をしていた
だくことが期待できると判断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．田上沙織氏、小川敬介氏及び堀口拓也氏は社外監査役候補者であり、当社は、各氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として届け出ております。本議案が承認され、各氏が再任された場合は、各
氏を引き続き独立役員として届け出る予定であります。

３．田上沙織氏の社外監査役就任年数は、本総会終結の時をもって４年11か月です。
４．小川敬介氏の社外監査役就任年数は、本総会終結の時をもって５年です。
５．堀口拓也氏の社外監査役就任年数は、本総会終結の時をもって４年４か月です。
６．当社は、田上沙織氏、小川敬介氏及び堀口拓也氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、任

務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく
責任の限度額は、法令が規定する額とします。本議案が承認され、各氏が再任された場合は、当該契
約を継続する予定であります。

７．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しておりま
す。当該保険契約では、被保険者がその職務の執行に関し行った業務及び不作為に起因した損害賠償
金、和解金、争訟費用等が塡補されます。各候補者の再任が承認された場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

８．当社は、監査役の全員との間で、会社法第430条の２第１項に基づき、同項第１号の費用及び同項第
２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する内容とする補償契約を締結しております。
各候補者の再任が承認された場合は、当社は各候補者との当該補償契約を継続する予定であります。

以 上
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（ご参考）
第１号議案及び第２号議案が原案どおり承認可決された場合、取締役及び監査役の主たる経験分野・専門性は

下記のとおりとなります。

氏名 当社における地位 出身・資格
経営・

サステナビ
リティ

財務・会計
法務・

コンプライ
アンス

人材・
組織開発

営業・
マーケティ

ング

新規事業・
AX M&A

食品サプラ
イチェーン

分野

再生可能エ
ネルギー分

野

関藤 竜也 代表取締役 商社 ● ● ● ● ●

河村 晃平 代表取締役 商社 ● ● ● ● ● ●

髙杉 慧 取締役 公認会計士 ● ● ● ● ●

柏木 彩 社外取締役 スタートアップ ● ● ● ●

田上 沙織 社外監査役 公認会計士 ● ● ●

小川 敬介 社外監査役 米国公認会計士
（NY州） ● ● ● ●

堀口 拓也 社外監査役 弁護士 ● ● ●
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事 業 報 告
2025
2026

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで

１．企業集団の現況に関する事項
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、景気は緩やかに回復している一方で、中東情勢

の影響を注視する必要があります。先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策
の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるものの、中東情勢の影響を引き続き注視
し、金融資本市場の変動の影響などに注意する必要があります。
このような状況のもと、当社グループは、ミッション「善いビジネスで未来に実りを。」

及びビジョン「日本一のインパクト企業グループへ」を掲げ、社会性・環境性・経済性を
同時に満たす「ソーシャルグッド」なビジネスの追求を通じて、社会課題の解決と持続的
な企業価値の向上に取り組んでおります。
中期経営計画（2025年６月期‐2027年６月期）においては、「既存事業の深化」と

「新規事業の探索」を成長戦略の柱として掲げており、こうした事業領域の拡大に伴い、
当連結会計年度より、従来の食品プラットフォーム運営事業の単一セグメントから、
「Food事業」及び「Energy事業」の２つの報告セグメント体制へ移行いたしました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は3,764,455千円（前期比22.4%増）、営業利
益は100,728千円（前期は営業損失63,817千円）、経常利益は56,744千円（前期は経常
損失70,673千円）、親会社株主に帰属する当期純利益は67,487千円（前期比35.7%増）
となりました。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分方法を変更しており、当連結会計年
度の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

＜Food事業＞
当セグメントは、ソーシャルグッドマーケット「Kuradashi」を中核に、問題なく消費

できるにもかかわらず廃棄されてしまう商品を価値あるものへと転換する1.5次流通を創
出し、社会貢献型ショッピングサイトとしての会員基盤の拡大に取り組んでおります。当
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連結会計年度におきましては、更なるユーザー体験の向上を目指したシステム及びアプリ
への開発投資を継続するとともに、SNSを活用した広告宣伝活動を積極的に行い、新規会
員の獲得及び既存会員の利用促進を推進いたしました。
グループ会社との連携面におきましては、前連結会計年度に子会社化した株式会社クロ

スエッジが運営する冷凍弁当宅配サービス「Dr.つるかめキッチン」、及び株式会社
L'ATELIER de SHIORIが運営する料理教室事業が通期にわたり業績に寄与いたしました。
「Kuradashi」との送客・商品連携を通じたグループシナジーの創出に努め、フードサプ
ライチェーン全体でのフードロス削減と事業成長の加速に取り組みました。
これらの結果、当セグメントの売上高は3,258,395千円（前期比5.9％増）、セグメント

利益は231,105千円（前期比68.5％増）となりました。

＜Energy事業＞
当セグメントは、再生可能エネルギーの普及と電力系統の安定化という社会的要請を背

景に、系統用蓄電池事業を「新規事業の探索」における新たな収益の柱と位置づけ、本格
的な展開を進めております。当連結会計年度におきましては、栃木県小山市の系統用蓄電
所の運用を開始いたしました。
事業領域の拡大面におきましては、2026年６月に株式会社中京電力を子会社化し、高

圧・低圧の電力小売事業へ参入いたしました。さらに、辻・本郷スマートアセット株式会
社との合弁により合同会社クラダシ・インベストメントを組成し、匿名組合出資及びアセ
ット・マネジメントを通じた系統用蓄電所ファンドの組成・開発を進めるなど、事業基盤
の構築に取り組みました。
これらの結果、当セグメントの売上高は506,059千円、セグメント利益は121,179千

円となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度中において実施した当社グループの設備投資の総額は675,484千円で

あり、その主な内容は、系統用蓄電所の取得によるものであります。

③ 資金調達の状況
当社は、2025年８月４日開催の取締役会において、日本郵便株式会社との間で資本業

務提携契約を締結し、同社を割当先とする第三者割当増資を決議し、同年８月20日付で
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普通株式1,213,900株（発行価額１株につき423円、調達資金の額513,479,700円）を
発行いたしました。これにより、日本郵便株式会社は当社の株主（発行済株式総数の約
10％を保有）となっております。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2026年３月６日付で設立された合同会社クラダシ・インベストメントを営業

者とする匿名組合を、連結子会社といたしました。
また、当社は、2026年４月22日付で株式会社Integrityとの共同出資による合弁会社で

ある株式会社Nestiaを設立し、同社を連結子会社といたしました。
また、当社は、2026年６月９日付で株式会社中京電力の株式を100%取得し、同社を

連結子会社といたしました。
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（2）財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

（単位：千円）
期別

区分
第９期

（2023年６月期）
第10期

（2024年６月期）
第11期

（2025年６月期）
第12期

（当連結会計年度）
（2026年６月期）

売上高 - - 3,075,886 3,764,455

営業利益又は営業損失（△） - - △63,817 100,728

経常利益又は経常損失（△） - - △70,673 56,744

親会社株主に帰属する当期純利益 - - 49,745 67,487

１株当たり当期純利益(円) - - 4.59 5.66

総資産 - - 3,221,711 5,744,394

純資産 - - 1,110,223 1,967,242
（注）１．第11期より連結計算書類を作成しておりますので、第10期以前の状況は記載しておりません。

２．2026年６月期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2025年６月期に係
る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

②当社の財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

期別
区分

第９期
（2023年６月期）

第10期
（2024年６月期）

第11期
（2025年６月期）

第12期
（当 事 業 年 度）
（2026年６月期）

売上高 2,910,235 2,862,197 2,570,267 2,864,172

営業利益又は営業損失（△） △164,154 21,192 17,133 144,336

経常利益又は経常損失（△） △171,604 23,316 10,236 98,829

当期純利益又は当期純損失（△） △167,372 12,623 28,746 117,791
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）（円） △17.40 1.17 2.65 9.87

総資産 1,342,715 1,454,452 2,893,302 4,968,944

純資産 1,024,305 1,043,415 1,089,223 1,726,391
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の議決権
又は匿名組合
預り金の拠出

割合(注)
主要な事業内容

株式会社クロスエッジ 100千円 100.0% 冷凍弁当の宅配サービス「Dr.つるかめキッチン」事業
株式会社L'ATELIER de SHIORI 1,000千円 100.0% オンライン料理教室、レシピ開発、商品開発
株式会社中京電力 6,000千円 100.0% 高圧・低圧の電力小売事業
株式会社Nestia 30,000千円 51.0% 空き家再生事業
クラダシ・インベストメント匿名組合 - 51.0% 系統用蓄電所の開発・運営
（注）株式会社については議決権比率、匿名組合事業については匿名組合預り金の拠出割合を記載しています。

（4）対処すべき課題
当社グループは、ミッション「善いビジネスで 未来に実りを。」及びビジョン「日本一

のインパクト企業グループへ」のもと、社会性・環境性・経済性を同時に満たす「ソーシャ
ルグッド」なビジネスの追求を通じて、社会課題の解決と持続的な企業価値の向上に取り組
んでおります。
中期経営計画（2025年６月期−2027年６月期）においては、「既存事業の深化」と「新

規事業の探索」を成長戦略の柱として掲げており、こうした事業領域の拡大に伴い、当連結
会計年度より、従来の食品プラットフォーム運営事業の単一セグメントから、「Food事業」
及び「Energy事業」の２つの報告セグメント体制へ移行いたしました。
当社グループの対処すべき主な課題は以下のとおりであります。

① フードロス市場の拡大
農林水産省及び環境省の推計によると、日本では、まだ食べられるものの廃棄される食

品、いわゆる「フードロス」が食品製造業、食品卸売業、食品小売業合計で年間167万ト
ン（※１）発生しているといわれております。当社グループが削減した食品ロス量の占有
率は1%未満と大きく伸びしろを残していると考えております。当社グループは問題なく
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消費できるが廃棄されてしまう商品を価値あるものに変え、中古でも新品でもない商品を
市場に提供する1.5次流通を創出し、市場規模拡大の取り組みを行っており、リーディン
グカンパニーとして市場を牽引する立場であり続けることが当社グループの成長において
も重要であると考えております。

（※１） 農林水産省「事業系食品ロス量（2024年度推計値）」

② サービスの認知度向上、新規ユーザーの獲得
当社グループが今後も高い成長率を持続していくためには、「Kuradashi」のブランデ

ィング及び認知度の向上が重要な課題であると認識しております。従来より、積極的な広
報活動に加え、インターネットを活用したマーケティング・広告活動、大手企業との提携
等により認知度向上に向けた取り組みを行ってまいりましたが、今後、これらの活動をよ
り一層強化・推進してまいります。

③ 優良パートナー企業の獲得
当社グループが継続的に成長するためには、優良なパートナー企業の獲得が重要な課題

であると認識しております。従来より、金融機関・自治体・大手企業等によるビジネスマ
ッチングを通じたパートナー企業獲得に取り組んでまいりましたが、今後、これらの活動
をより一層強化・推進してまいります。

④ Energy事業における収益基盤の確立
再生可能エネルギーの普及と電力系統の安定化という社会的要請を背景に、当社グルー

プは系統用蓄電池事業を「新規事業の探索」における新たな収益の柱と位置づけておりま
す。当連結会計年度におきましては、栃木県小山市の系統用蓄電所の運用を開始するとと
もに、株式会社中京電力の子会社化により高圧・低圧の電力小売事業へ参入いたしまし
た。今後は、系統用蓄電所ファンドの組成を含む系統用蓄電池事業の本格稼働と電力小売
事業の推進により、収益基盤の確立を図ってまいります。
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⑤ 優秀な人材の採用と育成
今後の成長を推進するにあたり、優秀な人材を適時に採用することが重要な課題である

と認識しているため、採用の強化及び研修制度の充実化に努めてまいります。今後も優秀
な人材の採用と更なる育成に投資を行っていく方針であります。

⑥ 技術力の強化について
当社グループは、インターネット上でサービスを提供しており、サービス提供に関する

システムを安定的に稼働させることが事業運営上、重要であると認識しております。会員
数の増加に伴うアクセス数の増加を考慮したサーバー設備の強化等、継続的にシステムの
安定性確保に努めてまいります。
また、先端技術への投資に注力し、更なるサービス向上に努めてまいります。具体的に

は、パートナー企業、当社グループ、会員間のデータを一元管理し、生産計画・需給バラ
ンスを予測可能な仕組みを導入することを検討しております。

⑦ サービスの安全性及び健全性の確保
Eコマースサービスやソーシャルメディア等が普及していくにしたがい、インターネッ

ト上のサービスの安全性維持に対する社会的要請は一層高まりをみせております。当社グ
ループは、サービスの安全性、健全性確保に継続的に取り組んでまいります。

⑧ 情報管理体制の強化について
当社グループは、システム開発やシステム運用、又はサービス提供の遂行過程におい

て、機密情報や個人情報を取り扱っており、その情報管理を強化していくことが重要であ
ると考えております。現在、情報システム管理規程等に基づき管理を徹底しております
が、今後も社内教育、研修の実施やシステムの整備を継続してまいります。

⑨ 内部管理体制の強化について
当社グループは、成長段階にあり、業務運営の効率化やリスク管理のための内部管理体

制の強化が重要な課題であると考えております。そのため、バックオフィス業務の整備を
推進し、経営の公正性・透明性を確保するため、より強固な内部管理体制の構築に取り組
んでまいります。
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⑩ 財務上の課題
当社グループは、一定の自己資本比率を維持した安定的な財務基盤を確保しており、優

先的に対処すべき財務上の課題はありません。ただし、今後の成長戦略の展開に伴い、資
金需要が発生する可能性があることから、内部留保の確保により、さらに財務体質を強化
するとともに、株式市場からの必要な資金確保と金融機関からの融資等を選択肢とする等
により多様な資金調達を図ってまいります。

（5）主な事業内容（2026年６月30日現在）
事業区分 事業内容

Food事業
フードロス削減ECプラットフォーム「Kuradashi」の運営を中核とし、
フードロス削減に資する食品関連事業（食品等の企画・販売、冷凍弁当
の宅配、料理関連サービス等）

Energy事業
系統用蓄電池を用いた電力市場取引（需給調整市場・容量市場・卸電力
取引所等における充放電）、電力小売事業、及び系統用蓄電所ファンド
の組成・運営等

（6）主な営業所（2026年６月30日現在）
① 当社
本社 東京都品川区

② 子会社
株式会社クロスエッジ 本社（東京都品川区）

株式会社L'ATELIER de SHIORI 本社（東京都品川区）

株式会社中京電力 本社（愛知県名古屋市）

株式会社Nestia 本社（東京都品川区）

クラダシ・インベストメント匿名組合 主たる営業所（東京都品川区）
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（7）従業員の状況（2026年６月30日現在）
① 企業集団の従業員の状況

事業区分
使用人数

従業員数 前連結会計年度末比増減

Food事業 25名（４名） ー（ー）

Energy事業 ７名（１名） ー（ー）

全社（共通） ８名（１名） ー（ー）
（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、最近１年間の平均雇用人員数を

（ ）内に外数で記載しております。
２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し
ている従業員であります。
３．当連結会計年度より企業集団の従業員の状況をセグメント別に記載しているため、前連結会計年度と
の比較は行っておりません。

② 当社の従業員の状況
従業員数

平均年齢 平均勤続年数
従業員数 前事業年度末比増減

37名（５名） ２名減（ー） 35.5歳 2.5年

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、最近１年間の平均雇用人員数を
（ ）内に外数で記載しております。

（8）主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）
借入先 借入残高

株式会社りそな銀行 765,579千円

株式会社北國銀行 550,000千円

株式会社商工組合中央金庫 544,250千円

株式会社東日本銀行 433,490千円

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（2026年６月30日現在）
（1）発行可能株式総数 31,300,000株
（2）発行済株式の総数 12,140,258株
（3）株主数 12,325名
（4）大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社Social Good 5,035,000株 41.47%

日本郵便株式会社 1,213,900株 10.00%

ACTWELL株式会社 510,000株 4.20%

新生ベンチャーパートナーズ２号投資事業有限責任組合 378,214株 3.12%

HAKUHODO DY FUTURE DESIGN FUND投資事業有限責任組合 302,572株 2.49%

髙杉 慧 263,200株 2.17%

株式会社SBI証券 161,870株 1.33%

冨山 毅 161,600株 1.33%

ロート製薬株式会社 151,286株 1.25%

大沢 亮 90,000株 0.74%

徳山 耕平 90,000株 0.74%
(注) １．自己株式は所有しておりません。

２．持株比率は小数点以下第3位を四捨五入しております。
３．株式会社Social Goodは、当社取締役である関藤竜也の資産管理会社です。
４．ACTWELL株式会社は、当社取締役である河村晃平の資産管理会社であり、持株数に同氏個人の所有

する当社株式数3,200株は含めておりません。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。

（6）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況
第２回新株予約権 第３回新株予約権

発行決議日 2022年２月18日 2022年9月28日

新株予約権の数（個） 387,300（注）１ 66,310（注）１
新株予約権の目的となる株式
の種類、内容及び数（株） 普通株式387,300株（注）１ 普通株式66,310株（注）１

新株予約権の発行価額（円） 新株予約権と引き換えに金銭
の払込みは要しない

新株予約権と引き換えに金銭
の払込みは要しない

新株予約権の行使期間 2024年２月18日から
2032年２月17日まで

2024年9月28日から
2032年9月27日まで

新株予約権の行使に際して出
資される財産の価額（円）

新株予約権１個当たり 68円
（１株当たり 68円）

新株予約権１個当たり180円
（１株当たり 180円）

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除
く）

新株予約権の数 287,240個
目的となる株式数287,240株
保有者数 ２名

新株予約権の数 37,340個
目的となる株式数 37,340株
保有者数 ２名

社外取締役
新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名

新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名

監査役
新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名

新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。
ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式
数を調整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の主な行使の条件
新株予約権の主な行使条件は次のとおりであります。
① 本新株予約権の付与を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、本新株予約権の目的で
ある当社普通株式が日本国内の金融商品取引所に上場した場合に限り本新株予約権を行使すること
ができる。但し、当社取締役の過半数（当社が取締役会設置会社である場合は取締役会）が正当な
理由があるものと認めたうえで、発行要領に記載の本新株予約権を行使することができる期間中に
行使する場合にはこの限りではない。
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② 本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社又は当社の
子会社の取締役等の役員又は従業員である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続
して、当社又は当社の子会社の取締役等の役員又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。
但し、当社取締役の過半数（当社が取締役会設置会社である場合は取締役会）が正当な理由がある
ものと認めた場合にはこの限りではない。

③ 本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することが
できない。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

４．会社役員の状況
（1）取締役及び監査役の状況（2026年６月30日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 関 藤 竜 也 会長

代 表 取 締 役 河 村 晃 平
社長CEO
株式会社クロスエッジ 代表取締役
株式会社Nestia 代表取締役

取 締 役 髙 杉 慧 CFO

取 締 役 柏 木 彩 株式会社ソノリタ 執行役員副社長
リンクス株式会社 社外取締役

常 勤 監 査 役 田 上 沙 織
株式会社オロ 社外取締役 監査等委員
税理士法人FLAIR 社員税理士
公認会計士

監 査 役 小 川 敬 介 株式会社Sustech 管理部長
米国公認会計士（NY州）

監 査 役 堀 口 拓 也 TXL法律事務所紀尾井坂オフィス 弁護士
株式会社CoLife 社外監査役

（注）１．取締役柏木彩氏は、社外取締役であります。
２．監査役田上沙織氏、小川敬介氏及び堀口拓也氏は、社外監査役であります。
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３．当社は取締役柏木彩氏、監査役田上沙織氏、小川敬介氏及び堀口拓也氏を株式会社東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査役田上沙織氏及び小川敬介氏は、それぞれ、公認会計士及び米国公認会計士（NY州）の資格を
有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。また、監査役堀口拓也
氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法令に関する相当程度の知見を有するものでありま
す。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は社外取締役である柏木彩氏並びに監査役である田上沙織氏、小川敬介氏及び堀口拓

也氏と会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。
なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責

任限度額としております。

（3）補償契約の内容の概要
当社は、取締役の全員及び監査役の全員との間で、会社法第430条の２第１項に基づき、

同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する内容
とする補償契約を締結しております。ただし、当該補償契約によって会社役員の職務の執行
の適正性が損なわれないようにするため、不正な利益を図り若しくは当社に損害を加える目
的で職務を執行したものであったことが判明した場合、情報提供や報告を怠り若しくは遅延
した場合、又はその職務を行うにつき悪意又は重過失があった場合等には、補償の対象とし
ないこと等としております。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社における役員、管理
職従業員及び役員と共同被告になった場合の従業員等であり、被保険者は保険料を負担して
おりません。当該保険契約により被保険者に法律上の損害賠償責任が発生した場合におい
て、被保険者が支払責任を負う損害賠償金の損害が塡補されることになります。
なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保

険者による犯罪行為等に起因する損害等については、塡補の対象外としています。
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（5）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項
ａ．基本方針

当社の役員の報酬等につきましては、企業価値の持続的な向上を図るために、中長期
的な業績向上への貢献意欲を高めることを目的とし、適正な水準で支給することを基本
方針としております。当該方針は役員報酬細則に定めており、当該細則は取締役会で決
議しております。当該細則には、各取締役の役位別に報酬の上限及び下限（以下、「レ
ンジ」といいます。）が定められており、当該レンジ内且つ株主総会の決議内容に基づ
いた報酬限度額の範囲内で支給することとしております。当社の役員の報酬等は、金銭
報酬である基本報酬と非金銭報酬等である新株予約権で構成されております。

ｂ．取締役の個人別の報酬等の決定に関する事項
イ 基本報酬の額の決定に関する方針

当社の取締役に対する基本報酬は、毎月定額で支給される固定の月額報酬としてお
ります。その決定に際しては、役位、職責、在任期間、従業員の給与水準等を総合的
に勘案し決定しております。さらに、毎年評価を行い、継続的に事業年度ごとの業績
向上に対する意識を高めるためにも、前事業年度の業績も適正な水準の範囲内で反映
する方針であります（なお、独立性を確保するために社外取締役は除く）。

ロ 業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針
当社では具体的な経営指標を指針として算定される業績連動報酬は採用しない方針

としております。
ハ 非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

当社の取締役に対する非金銭報酬等は、新株予約権としております。取締役に中長
期的に企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに株主との一層
の価値共有を進めることを目的とし、決定に際しては、中長期的な経営環境・見通し
を鑑み、役位、職責等に応じて支給する方針としております。
なお、割当の方法は当社と各取締役の間で新株予約権割当契約書を締結するものと

しております。各取締役は、割当を受けた新株予約権について、譲渡、担保権の設
定、その他の処分をしてはならないものとし、各取締役が当社の地位を退任した場合
には、本新株予約権は消滅したものとみなすこととしております。

ニ 基本報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬
等の額に対する割合の決定に関する方針
取締役の報酬等は、上記記載のある「基本報酬（金銭報酬）」と「非金銭報酬等」

で構成されており、その割合に関しては、企業価値の持続的な向上に寄与するため
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に、最も適切な支給割合とする方針としております。
ｃ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締

役会が判断した理由
個人別の報酬等の決定に関しては、取締役会は報酬原案の作成を代表取締役に一任し

ております。取締役会にて決議している役員報酬細則には、各取締役の役位別に報酬の
レンジが定められており、代表取締役は、当該役員報酬細則に定められたレンジの範囲
内で、役職、職責、在任期間、従業員の給与水準等を総合的に勘案し原案を作成いたし
ます。その原案をもとに社外取締役と協議し、最終的に代表取締役が個人別の報酬等を
決定しております。
上記のプロセスを経て取締役の個人別の報酬等が決定されていることから、取締役会

は、その内容が取締役会が決議した役員報酬細則に沿うものであり、当該決定方針に沿
うものであると判断しております。

② 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役が最も適しているた

め、取締役の個人別の報酬原案の作成を取締役会は代表取締役である関藤竜也及び河村晃
平に一任しております。
その原案をもとに代表取締役は社外取締役と協議し、最終的に代表取締役が個人別の報

酬等を決定しております。
また、当事業年度の役員の報酬等の額の決定過程における取締役会の活動としては、

2025年7月18日開催の取締役会において取締役の報酬の算定について、代表取締役に一
任する旨を決議しております。
監査役の報酬につきましても、株主総会の決議により定められた報酬総額の上限額の範

囲内において、業務分担の状況等を勘案し、監査役の協議により決定しております。
なお、当社には役員退職慰労金制度はありません。

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

32,592 32,592 − − 4
(1,200) (1,200) (−) (−) （1)

監査役
（うち社外監査役）

8,760 8,760 − − 3
(8,760) (8,760) (−) (−) （3)
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（注）１．取締役の報酬限度額は、2022年７月12日開催の臨時株主総会において、年額100,000千円以内と決
議いただいております。当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は１
名）です。

２．監査役の報酬限度額は、2022年9月28日開催の定時株主総会において、年額20,000千円以内と決議
いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

（6）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
（2026年6月30日現在）

区 分 氏 名 兼職する法人等 兼職の内容

取 締 役 柏 木 彩 株式会社ソノリタ
リンクス株式会社

執行役員副社長
社外取締役

監 査 役 田 上 沙 織 株式会社オロ
税理士法人FLAIR

社外取締役 監査等委員
社員税理士

監 査 役 小 川 敬 介 株式会社Sustech 管理部長

監 査 役 堀 口 拓 也 TXL法律事務所紀尾井坂オフィス
株式会社CoLife

弁護士
社外監査役

（注）取締役及び監査役が兼職する法人等と当社との間に取引実績その他の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出席状況及び発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 柏 木 彩
当事業年度に開催された取締役会19回のうち、18回に出席いたしまし
た。出席した取締役会において、金融及び広報に関する豊富な経験と幅
広い見識に基づき、経営全般に関する発言を適宜行っております。

監 査 役 田 上 沙 織
当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また監査役会15回の全
てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、公認
会計士としての会計及び財務に関する高度な知見と経験に基づき、主に
会計的な見地から適宜発言を行っております。

監 査 役 小 川 敬 介
当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また監査役会15回の全
てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、米国
公認会計士（NY州）としての会計及び財務に関する高度な知見と経験に
基づき、主に会計的な見地から適宜発言を行っております。

監 査 役 堀 口 拓 也
当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また監査役会15回の全
てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、弁護
士としての専門的な知見に基づき、経営体制及びコーポレート・ガバナ
ンス体制に関する発言を適宜行っております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

RSM清和監査法人
（注）2025年９月25日開催の第11回定時株主総会において、新たにRSM清和監査法人が当社の会計監査人に

選任されたことに伴い、当社の会計監査人であったEY新日本有限責任監査法人は退任いたしました。

（2）報酬等の額
支払額

当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,900千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,900千円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容を踏まえ、会計監査人が算定した報酬見積りの根拠が適切
であるかどうかについて検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。また、監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨及びその理由を報告いたします。

（5）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（6）補償契約に関する事項
該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は、「内部統制システム構築の基本方針」を定め、取締役や従業員の職務の執行が適
切に行われ、法令及び定款に適合することを確保する体制作りに努めております。「内部統
制システムの基本方針」の概要は以下のとおりであり、当社の業務の適正を確保するために
必要な体制の整備を図っております。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１．当社では、取締役及び使用人が、コンプライアンス意識をもって、法令、定款、社内
規程等に則った職務執行を行う。

２．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士や警察等とも
連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

３．取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たすよう、
業務執行の決定と取締役の職務の監督を行う。

４．監査役は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務の執行を監査する。
５．社内の通報窓口につながるホットラインを備え、相談や通報の仕組み（以下「公益通
報制度」という。）を構築する。

６．職務権限を定めて責任と権限を明確化し、各部門における執行の体制を確立する。
７．必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を備え、これを周知し、運営
する。

８．個人情報保護管理責任者を定め、同責任者を中心とする個人情報保護体制を構築し、
運営する。また、同責任者の指揮下に事務局を設け、適正な個人情報保護とその継続的
な改善に努める。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
１．文書保管管理規程を定め、重要な会議体の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報
を含む重要文書（電磁的記録を含む。）は、当該規程等の定めるところに従い、適切に
保存、管理する。

２．社内情報管理規程を定め、情報資産の保護・管理を行う。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１．取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管理を行うこと
の重要性を認識したうえで、諸リスクの把握、評価及び管理に努める。

２．災害、事故、システム障害等の不測の事態に備え、事業継続計画を策定する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１．取締役会は、定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催し、又は必要に
応じて随時開催する。

２．取締役は、緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機動的かつ
迅速に職務を執行する。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織管理規程、業務
分掌規程及び稟議規程を制定する。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

１．監査役は、監査役の指揮命令に服する使用人（以下、「監査役の補助者」という。）を
置くことを取締役会に対して求めることができる。

⑥ 当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
１．監査役の補助者に対する監査役からの指示は、取締役及びその他の使用人からの指揮
命令を受けないこととする。

２．監査役の補助者の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監査役の事前の同意
を必要とする。

⑦ 監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性確保に関する事項
１．監査役の補助者は、監査役に同行して取締役会及びその他の重要会議に出席する機会
を確保する。

２．監査役の補助者は監査役に同行して、取締役や監査法人と定期的に意見交換をする場
に参加することができるようにする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
１．取締役及び使用人は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼすおそれのある事
項、重要な会議体で決議された事項、公益通報制度、内部監査の状況等について、遅滞
なく監査役に報告する。

２．取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、速やかに業務執行の状況等を報告する。
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⑨ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと
を確保するための体制

１．内部通報があった場合には当社常勤監査役に対してすみやかに通報者の特定される事
項を除き事案の内容を報告することとする。

２．内部通報制度規程において内部通報者への不利な扱いを禁止し、不利な扱いをした場
合には就業規則に従って懲戒されることとする。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

１．監査役のその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理については、当該請求が監査役の職務執行に
関連するものではないと認められるときを除き、会社が負担するものとする。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１．監査役は、定期的に代表取締役と意見交換を行う。また、必要に応じて当社の取締役
及び重要な使用人からヒアリングを行う。

２．監査役は、必要に応じて監査法人と意見交換を行う。
３．監査役は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門家の助力を得るこ
とができる。

４．監査役は、定期的に内部監査責任者と意見交換を行い、連携の強化を図る。
⑫ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
１．当社グループにおける経営の健全性及び業務の効率性の向上を図るため、「関係会社
管理規程」を制定し、当社子会社に対する管理主管部門を定め、事業運営に関する重要
な事項について情報交換及び協議を行う体制を明確にするとともに、当社子会社に対
し、営業成績、財務状況その他の一定の経営上の重要事項について定期的に当社に報告
し、協議を行うこととする。

２．当社の内部監査担当部署は、当社及び子会社の業務の適正性に関する監査を行う。
３．監査役は、取締役の職務の執行を監査するため、必要があるときは当社子会社に対し
事業の報告を求め、又はその業務及び財務の状況を調査する。

⑬ 財務報告の信頼性を確保するための体制
１．財務報告の信頼性確保のため、財務報告に係る内部統制システムの整備・構築を行
い、その仕組みが有効かつ適切に機能することを定期的・継続的に評価するための体制
を構築する。
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⑭ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
１．反社会的勢力に対する毅然とした対応を取ること、反社会的勢力との一切の関係を拒
絶することを反社会的勢力対策規程に定め、全ての取締役及び監査役並びに使用人に周
知徹底する。

２．反社会的勢力による不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対しては、顧問弁護士、警察
等の外部の専門機関と連携し、解決を図る体制を整備する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役会の職務執行
当社の取締役会は、取締役４名で構成され、重要な業務執行に関する意思決定を行うほ

か、各取締役の職務執行の監督を行っております。当社は、原則月１回の定時取締役会を
開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、適正かつ効率的な業務執行ができる
よう努めております。

② 監査役の監査
当社は、監査役会制度を採用しております。当社の監査役会は、常勤監査役１名及び非

常勤監査役２名で構成されております。監査役会は、原則月１回の定時監査役会を開催す
るほか、必要に応じて臨時監査役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状況等、監査に
必要な情報の共有を図っております。なお、監査役は取締役会に出席し、必要に応じて意
見を述べるほか、監査計画に基づき重要書類の閲覧、各部門へのヒアリング等により経営
全般に対して幅広く監査を行っております。
また、内部監査担当者及び会計監査人と情報交換や意見交換を行う等、連携を密にし、

監査の実効性と効率性の向上を目指しております。
③ 内部監査の実施

当社の内部監査は、専任の内部監査担当者を配置しておりませんが、年間の内部監査計
画に従い、代表取締役により指名された内部監査担当者２名により、全部署に対して監査
を実施しております。内部監査担当者は、自己監査とならないよう、自己が所属している
部門以外について内部監査を実施しております。内部監査担当者は監査結果及び改善事項
の報告を代表取締役に対して行い、各部門に改善事項の通知と改善状況のフォローアップ
を行う体制を構築しております。また、内部監査担当者、監査役及び会計監査人は、定期
的に情報交換や意見交換を行う等、連携を密にし、監査の実効性と効率性の向上を目指し
ております。
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④ リスク・コンプライアンス委員会
リスク・コンプライアンス委員会は、常勤取締役、常勤監査役、カンパニーCEO、コ

ーポレート本部長、内部監査担当者により構成されており、原則として３か月に１回開催
されております。法令遵守に関する内部統制やリスク管理の徹底を図るため、当社におい
て想定されるリスクを洗い出し、対応方針を決定し、モニタリングすることで、リスクの
発生を抑え、リスクが顕在化した場合の影響を最小限に抑えることを目的としておりま
す。

７．剰余金の配当等の決定に関する決定方針
当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化及び競争力の確保を経営の重要課

題として位置づけております。現時点では、当社は成長過程にあると考えているため、内部留
保の充実を図り、事業拡大と事業の効率化のための投資に充当していくことが株主に対する最
大の利益還元につながると考えております。このことから、当面の間は内部留保の充実を図る
方針であります。現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定であり
ます。
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連 結 貸 借 対 照 表
2026年６月30日現在

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
【資産の部】 【負債の部】

流動資産 2,431,200 流動負債 2,176,701
現金及び預金 1,825,719 買掛金 252,910
売掛金 374,519 短期借入金 1,250,000
商品及び製品 108,786 １年内返済予定の長期借入金 437,022
原材料及び貯蔵品 906 未払金 55,069
その他 121,269 未払法人税等 23,791

固定資産 3,313,193 契約負債 11,801
有形固定資産 1,305,242 その他 146,106
機械及び装置（純額） 693,404 固定負債 1,600,450
土地 80,000 長期借入金 1,408,838
建設仮勘定 512,665 繰延税金負債 191,612
その他（純額） 19,173 負債合計 3,777,152

無形固定資産 1,264,384 【純資産の部】
のれん 526,853 株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

新株予約権

非支配株主持分

1,691,415

10,337

1,563,844

117,232

5,671

270,154

顧客関連資産 542,637
ソフトウェア 137,496
ソフトウェア仮勘定 57,396

投資その他の資産 743,566
出資金 599,936
繰延税金資産 78,561
その他 65,069 純資産合計 1,967,242

資産合計 5,744,394 負債及び純資産合計 5,744,394
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
自
至

2025
2026

年
年

７
６

月
月

１
30

日
日

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 3,764,455
売上原価 2,021,707

売上総利益 1,742,747
販売費及び一般管理費 1,642,019

営業利益 100,728
営業外収益

受取利息 1,036
その他 978 2,014

営業外費用
支払利息 30,478
株式交付費 4,937
支払手数料 10,000
その他 582 45,998
経常利益 56,744

特別利益
投資有価証券売却益 12,607 12,607

特別損失
Ｍ＆Ａ関連費用 10,542 10,542
税金等調整前当期純利益 58,810
法人税、住民税及び事業税 2,569
法人税等調整額 △9,700 △7,131
当期純利益 65,942
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △1,545
親会社株主に帰属する当期純利益 67,487

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
自
至

2025
2026

年
年

７
６

月
月

１
30

日
日

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
当期首残高 17,929 1,037,881 49,745 1,105,556
当期変動額
新株の発行 256,739 256,739 − 513,479
新株の発行（新株予約
権の行使） 2,445 2,445 − 4,891
減資 △266,777 266,777 − −
親会社株主に帰属する
当期純利益 − − 67,487 67,487
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − −

当期変動額合計 △7,591 525,963 67,487 585,859
当期末残高 10,337 1,563,844 117,232 1,691,415

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計
当期首残高 4,667 − 1,110,223
当期変動額
新株の発行 − − 513,479
新株の発行（新株予約
権の行使） − − 4,891
減資 − − −
親会社株主に帰属する
当期純利益 − − 67,487
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,004 270,154 271,159

当期変動額合計 1,004 270,154 857,018
当期末残高 5,671 270,154 1,967,242
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
（１）連結子会社の数 ５社
（２）主要な連結子会社の名称

・株式会社クロスエッジ
・株式会社L'ATELIER de SHIORI
・株式会社中京電力
・株式会社Nestia
・クラダシ・インベストメント匿名組合
株式会社中京電力の株式を新たに取得したことにより、連結の範囲に含めております。
また、株式会社Nestiaおよびクラダシ・インベストメント匿名組合を新たに設立したこ
とにより、連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社中京電力の事業年度の末日は２月末日であります。連結計算

書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用してお
ります。
その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
・ その他有価証券 ・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法により算定）を採用しており
ます。
・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
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・ 組合出資金 組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な
最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・ 商品及び製品 先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

・ 原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
・建物 ３〜15年
・機械及び装置 20年
・工具、器具及び備品 ２〜15年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づいております。
また、顧客関連資産については、その効果の及ぶ期間
（10〜15年）に基づく定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準
・ 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。
なお、当連結会計年度においては、貸倒実績がないた
め、計上しておりません。
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（４）重要な収益及び費用の計上基準
・ 顧客との契約から生じる収益 当社グループと顧客との契約から生じる収益に関す

る主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履
行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の
時点）は、以下のとおりであります。
（１）商品の販売
当社グループは、顧客に商品を販売しております。

当販売にかかる履行義務は、顧客へ商品を引き渡した
時点で充足されますが、出荷時点から当該商品の支配
が移転される時までの期間が通常の期間であるため、
出荷時点で収益を認識しております。
（２）電力の供給
当社グループは、系統用蓄電池を用いて、需給調整

市場に調整力を供給しており、当該供給に係る調整力
対価を収益として計上しております。当該取引におけ
る履行義務は、約定した商品区分及び取引時間帯にお
いて、約定容量に相当する調整力を供給可能な状態に
維持し、応動指令に対応することであり、対象となる
取引時間帯が経過した時点で当該履行義務が充足され
るため、同時点で収益を認識しております。

（５）のれんの償却方法及び償却期間
10年の定額法により償却を行っております。

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとお
りです。

（繰延税金資産の回収可能性）
(1）当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

（単位：千円）
科目 当連結会計年度

（2026年６月30日）
繰延税金資産 78,561

(2）識別した重要な会計上の見積りに関する情報
繰延税金資産は、将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可能

性を判断して計上しております。将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計
画を基礎としており、その主要な仮定は、売上予測の基礎となる新規会員獲得数、アクティ
ブ率、1人当たり購入回数、1人当たり購入金額及び系統用蓄電池事業の事業開始時期、市場
取引価格であります。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受
ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連
結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があ
ります。
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（のれんの評価）
(1）当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

（単位：千円）
科目 当連結会計年度

（2026年６月30日）
のれん 526,853

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結子会社を取得した際に識別したのれんは、超過収益力として取得原価と被取得企業

における識別可能資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額で算定しております。の
れんは、その効果が発現する期間にわたり定額法で償却しつつ、減損の兆候を把握した場
合には将来キャッシュ・フローの見積りにより回収可能価額を算定し、減損損失計上の要
否を判断しております。
当社は、2024年8月23日（みなし取得日：2024年8月31日）に株式会社クロスエッ

ジの株式を100％取得し、また、2026年６月９日（みなし取得日：2026年３月１日）
に株式会社中京電力の株式を100％取得し、それぞれ連結子会社とした際にのれんが発生
しております。株式の取得価額は、各社の事業計画を基礎とする将来キャッシュ・フロー
の割引現在価値等に基づいて算定された株式価値を踏まえ交渉の上で決定しており、当該
株式価値の算定の基礎となる将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、株
式会社クロスエッジは売上成長率、株式会社中京電力は売上成長率であります。のれん
は、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際に発生し
たキャッシュ・フローの時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計
算書類においてのれんに係る減損損失額に重要な影響を与える可能性があります。
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Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記
（有形固定資産の減価償却累計額）

（単位：千円）

科目 当連結会計年度
（2026年６月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 51,174

（担保に供している資産及び担保に係る債務）
担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 450,000千円
機械及び装置 693,404〃
土地 80,000〃
建設仮勘定 41,930〃
計 1,265,334〃

担保に係る債務は次のとおりであります。
短期借入金 700,000千円
１年内返済予定の長期借入金 14,029〃
長期借入金 272,560〃
計 986,589〃

上記のほか、連結子会社株式を借入金443,550千円（うち１年内返済予定額48,600千円）
の担保に供しておりますが、当該株式は連結上消去されているため、担保に供している資産
には含めておりません。

（当座貸越極度額の総額）
当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結

しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。
当座貸越極度額の総額 1,150,000千円
貸出実行残高 950,000〃
差引額 200,000〃
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Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項
当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
普通株式 12,140,258株

２．当連結会計年度中の剰余金の配当
該当事項はありません。

３．当連結会計年度末日後の剰余金の配当
該当事項はありません。

４．当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 499,280株

Ⅵ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用につきましては一時的な余剰資金を安全性の高い金融資産で
運用し、また、資金調達につきましては銀行借入による方針であります。デリバティブ取
引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
出資金は、系統用蓄電池事業に係る匿名組合契約等に基づく出資であり、営業者の事業

の成果に応じて回収額が変動するリスク及び営業者の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金

は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、変動金利に
よる借入は金利の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、
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取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。
出資金につきましては、営業者から事業の状況及び運営状況について定期的に報告を

受け、その内容を把握しております。
当期の貸借対照表日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融

資産の貸借対照表価額により表わされております。
② 市場リスク（金利の変動リスク）の管理

当社グループは、借入金に係る金利の変動リスクについて、市場金利の動向を定期的
に把握するとともに、固定金利による調達と変動金利による調達の構成を検討すること
により管理しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新

し、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年６月30日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。
現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金及び短期借入金は、短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。また、出資金は（注
２）の理由から、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額

長期借入金 (1,845,860) (1,835,811) △10,049
（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注１）１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めて表示しております。
（注２）出資金599,936千円については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する

会計基準の適用指針」第24-16項の取扱いを適用し、時価開示の対象としておりません。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額並びにレベルご

との時価は、次のとおりであります。
金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における調整されていない相場価格に

よって算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金及び短期借入金は、短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。また、出資金は
前項（注２）の理由から、注記を省略しております。

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 − 1,835,811 − 1,835,811
（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期借入金
長期借入金のうち固定金利によるものの時価については、一定の期間ごとに区分した

当該長期借入金の将来キャッシュ・フローを、市場金利に当社のスプレッドを加味した
利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
また、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、かつ、当社グループの信

用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似しているものと
考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。
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Ⅶ 収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

財又はサービスの種類に基づき分解した売上高は以下のとおりであります。
当連結会計年度（自 2025年７月１日 至 2026年６月30日）

（単位：千円）
商品の販売 3,101,197
電力の供給 506,059
その他 157,197
顧客との契約から生じる収益 3,764,455
その他の収益 −
外部顧客への売上高 3,764,455

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ 連結計算書類作成

のための基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関する事項 (４）重要な収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
なお、当社グループの取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来するた

め、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約残高

契約負債の残高は次のとおりであります。

区分 当連結会計年度
（2026年６月30日）

契約負債（期首残高） 2,465
契約負債（期末残高） 11,801
（注）契約負債は主に、商品の引渡前又はサービスの提供前に顧客から受け取った前受金であり

ます。
なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額に
は重要性はありません。
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（2）残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用

し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に取引価格に含ま
れていない重要な金額はありません。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記
① １株当たり純資産額 139円32銭
② １株当たり当期純利益 5円66銭

Ⅸ 企業結合に関する注記
（企業結合に係る暫定的な会計処理の確定）

前連結会計年度に行われた株式会社L'ATELIER de SHIORIの取得（企業結合日 2025年６月
27日）につきましては、前連結会計年度末において暫定的な会計処理を行っておりましたが、
当連結会計年度に取得原価の当初配分額の見直しが完了いたしました。
この見直しにより、無形固定資産（顧客関連資産）が125,700千円、繰延税金負債が

44,535千円それぞれ増加し、負ののれん発生益は18,431千円から99,596千円へ81,164千円
増加しております。これに伴い、当連結会計年度の期首の利益剰余金が81,164千円増加して
おります。

(取得による企業結合)
当社は、2026年５月29日開催の取締役会において、株式会社中京電力の全株式を取得（以

下「本株式取得」といいます。）し、子会社化することについて決議し、株主との間で株式譲
渡契約を締結しました。

(１)企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社中京電力
事業の内容 高圧・低圧の電力小売事業

②企業結合を行った主な理由
当社グループが推進する系統用蓄電池事業で培った電力事業のノウハウと、被取得企業

が有する電力小売の顧客基盤及び運営体制を組み合わせることにより、電源開発から電力
小売までを見据えた事業基盤を構築し、Energy事業の拡大を図るためであります。
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③企業結合日
2026年６月９日（みなし取得日：2026年３月１日）

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称
株式会社中京電力

⑥取得した議決権比率
100.0％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

（２）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2026年３月１日から2026年６月30日まで

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 450,000千円
取得原価 450,000〃

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 29,500千円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
89,983千円

② 発生原因
取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、そ

の超過額をのれんとして計上しております。
③ 償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却
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（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 385,326千円
固定資産 454,122〃
資産合計 839,448〃
流動負債 130,863〃
固定負債 348,569〃
負債合計 479,432〃
（注）上記の金額は、取得原価の配分後の金額であり、無形固定資産（顧客関連資産）

439,269千円及びこれに対応する繰延税金負債154,974千円を含んでおります。なお、のれ
んの金額は含めておりません。

（７）のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体
及び主要な種類別の加重平均償却期間
顧客関連資産 439,269千円 償却期間15年

（８）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の
連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

Ⅹ 重要な後発事象に関する注記
(取得による企業結合)
当社は、2026年７月１日開催の取締役会において、有限会社中村商事が営む酒類等販売事

業を新設分割により承継する株式会社中村商事の全株式を取得し、子会社化することについて
決議し、同日付で株式を取得いたしました。

（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社中村商事
事業の内容 酒類等販売事業
②企業結合を行った主な理由
酒・飲料分野における調達網を新たに獲得し、「Kuradashi」で取り扱う商品カテゴリーの

拡充と仕入機能の強化を図るためであります。
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③企業結合日 2026年７月１日
④企業結合の法的形式 現金を対価とする株式の取得
⑤取得した議決権比率 100.0％
⑥結合後企業の名称 株式会社中村商事
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価は現金であります。取得価額につきましては、相手方の要請により開示を控え

させていただきます。

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 40,000千円（概算）

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

(取得による企業結合)
当社は、2026年８月６日開催の取締役会において、株式会社みとわの発行済株式の70％を

取得し、子会社化することについて決議し、同日付で株式を取得いたしました。同日付で株式
譲渡契約を締結いたしました。

（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社みとわ
事業の内容 オリジナルギフトの企画・製造・卸売事業
②企業結合を行った主な理由
オリジナルギフトの企画機能とギフト卸売販路を獲得し、商品カテゴリーの拡充及び法人
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向けギフト事業への参入基盤を確立するためであります。
③企業結合日 2026年８月６日
④企業結合の法的形式 現金を対価とする株式の取得
⑤取得した議決権比率 70.0％
⑥結合後企業の名称 変更はありません。
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価は現金であります。取得価額につきましては、相手方の要請により開示を控え

させていただきます。

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 35,000千円（概算）

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

（合弁事業に係るアセット・マネジメント契約及び匿名組合出資契約の締結）
当社は、2026年８月12日付で、合同会社クラダシ・インベストメント２号（以下「本合同

会社」といいます。）との間でアセット・マネジメント契約を締結するとともに、本合同会社
を営業者とする匿名組合への出資契約を締結いたしました。なお、当該匿名組合は当社の連結
子会社となります。

（１）匿名組合出資の目的
株式会社グリーンエナジー＆カンパニーとの合弁事業として、国内の系統用蓄電所の共同開

発及び運営を行うためであります。
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（２）匿名組合の概要
①営業者 合同会社クラダシ・インベストメント２号
②営業者の代表者 代表社員 一般社団法人インパクト・ファースト

職務執行者 稲葉 孝史
③営業者の所在地 東京都品川区上大崎三丁目２番１号
④営業者の設立年月日 2026年７月１日
⑤事業の内容 蓄電設備の設置、運用及び保守管理事業等
⑥匿名組合出資の総額 合弁契約上の守秘義務により非開示としております。

（３）匿名組合出資の概要
①当社の出資額 合弁契約上の守秘義務により非開示としております。
②当社の出資割合 50.0％
③出資年月日 2026年８月21日（予定）
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貸 借 対 照 表
2026年６月30日現在

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
【資産の部】 【負債の部】

流動資産 1,574,641 流動負債 1,741,383
現金及び預金 1,172,181 買掛金 167,272
売掛金 193,825 短期借入金 1,000,000
商品及び製品 108,777 １年内返済予定の長期借入金 375,800
原材料及び貯蔵品 906 未払金 43,938
前払費用 23,183 未払費用 101,557
未収入金 2,849 未払法人税等 20,013
その他 72,917 契約負債 11,801

固定資産 3,394,303 預り金 9,823
有形固定資産 850,265 その他 11,176
建物(純額) 8,189 固定負債 1,501,169
機械及び装置(純額) 693,404 長期借入金 1,501,169
工具、器具及び備品(純額) 6,997 負債合計 3,242,552
土地 80,000 【純資産の部】

株主資本
資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金

利益剰余金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

新株予約権

1,720,719
10,337

1,563,844
876,656
687,188
146,537
146,537
146,537
5,671

建設仮勘定 61,674
無形固定資産 189,934
ソフトウェア 132,537
ソフトウェア仮勘定 57,396

投資その他の資産 2,354,103
関係会社株式 1,411,091
出資金 599,636
関係会社出資金 267,000
長期前払費用 3,290
繰延税金資産 61,473
敷金及び保証金 11,310
その他 300 純資産合計 1,726,391

資産合計 4,968,944 負債及び純資産合計 4,968,944
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
自
至

2025
2026

年
年

７
６

月
月

１
30

日
日

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 2,864,172
売上原価 1,547,715

売上総利益 1,316,457
販売費及び一般管理費 1,172,121

営業利益 144,336
営業外収益

受取利息 906
その他 470 1,377

営業外費用
支払利息 31,412
株式交付費 4,937
支払手数料 10,000
その他 534 46,884
経常利益 98,829

特別損失
Ｍ＆Ａ関連費用 10,542 10,542
税引前当期純利益 88,287
法人税、住民税及び事業税 5,103
法人税等調整額 △34,607 △29,504
当期純利益 117,791

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
自
至

2025
2026

年
年

７
６

月
月

１
30

日
日

（単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当期首残高 17,929 617,470 420,410 1,037,881
当期変動額
新株の発行 256,739 256,739 − 256,739
新株の発行（新株予約
権の行使） 2,445 2,445 − 2,445
減資 △266,777 − 266,777 266,777
当期純利益 − − − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − −

当期変動額合計 △7,591 259,185 266,777 525,963
当期末残高 10,337 876,656 687,188 1,563,844

株主資本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
当期首残高 28,746 28,746 1,084,556 4,667 1,089,223
当期変動額
新株の発行 − − 513,479 − 513,479
新株の発行（新株予約
権の行使） − − 4,891 − 4,891
減資 − − − − −
当期純利益 117,791 117,791 117,791 − 117,791
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − 1,004 1,004

当期変動額合計 117,791 117,791 636,163 1,004 637,167
当期末残高 146,537 146,537 1,720,719 5,671 1,726,391
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個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
① 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・ 商品及び製品 先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

・ 原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
・建物 ３〜15年
・機械及び装置 20年
・工具、器具及び備品 ２〜15年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
・ 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
・ 顧客との契約から生じる収益 当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な

事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は、以下のとおりであります。
（１）商品の販売
当社は、顧客に商品を販売しております。当販売に

かかる履行義務は、顧客へ商品を引き渡した時点で充
足されますが、出荷時点から当該商品の支配が移転さ
れる時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点
で収益を認識しております。
（２）電力の供給
当社は、系統用蓄電池を用いて、需給調整市場に調

整力を供給しており、当該供給に係る調整力対価を収
益として計上しております。当該取引における履行義
務は、約定した商品区分及び取引時間帯において、約
定容量に相当する調整力を供給可能な状態に維持し、
応動指令に対応することであり、対象となる取引時間
帯が経過した時点で当該履行義務が充足されるため、
同時点で収益を認識しております。

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当事業年度の貸借対照表に計上した金額

（単位：千円）
科目 当事業年度

（2026年６月30日）
繰延税金資産 61,473

（2）識別した重要な会計上の見積りに関する情報
連結注記表「Ⅲ 会計上の見積りに関する注記 繰延税金資産の回収可能性」に同一の

内容を記載しているため、注記を省略しております。
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Ⅳ 貸借対照表に関する注記
（有形固定資産の減価償却累計額）

（単位：千円）

科目 当事業年度
（2026年６月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 49,976

（関係会社に対する金銭債権、債務）
短期金銭債権 4,711千円
長期金銭債権 − 〃
短期金銭債務 11,176 〃
長期金銭債務 320,000 〃

（担保に供している資産及び担保に係る債務）
担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 450,000千円
機械及び装置 693,404〃
土地 80,000〃
関係会社株式 520,491〃
計 1,743,895〃

担保に係る債務は次のとおりであります。
短期借入金 450,000千円
１年内返済予定の長期借入金 62,629〃
長期借入金 667,510〃
計 1,180,139〃
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（当座貸越極度額の総額）
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しており

ます。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 900,000千円
貸出実行残高 700,000〃
差引額 200,000〃

Ⅴ 損益計算書に関する注記
（関係会社との取引高）

営業取引による取引高
売上原価 10,854千円
販売費及び一般管理費 60,517〃

営業取引以外の取引高 455,254〃

Ⅵ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
該当事項はありません。



― 59 ―

Ⅶ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産

減価償却超過額 2,048千円
固定資産除却損 117〃
資産除去債務 5,651〃
未払寄附金 360〃
その他 22〃
繰越欠損金 170,317〃
繰延税金資産小計 178,518〃
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △108,913〃
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △8,131〃
評価性引当額 △117,044〃
繰延税金資産合計 61,473〃

繰延税金負債
繰延税金負債合計 −〃
繰延税金資産の純額 61,473〃

Ⅷ 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報については「連結注記表 Ⅶ 収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。
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Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等
の名称 所在地 資本金

(千円)
事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
または
出資割合

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会
社

株式会社
クロスエ
ッジ

東 京
都 品
川区

100

冷 凍 弁
当 の 宅
配 サ ー
ビ ス 事
業

直接
100%

役 員 の 兼
任

債 務 保
証 の 受
入
(注)２

443,550 − −

子会
社

株式会社
L'ATELIER
de
SHIORI

東 京
都 品
川区

1,000

オ ン ラ
イ ン 料
理教室、
レ シ ピ
開 発、
商 品 開
発

直接
100%

役 員 の 兼
任

資 金 の
借入 320,000 長期借

入金
320,000

子
会
社

ク ラ ダ
シ・イン
ベストメ
ント匿名
組合

東 京
都 品
川区

−

系 統 用
蓄 電 所
の 取 得
及 び 保
有

出資割
合
直接
51.0%

匿名組合
の出資
設備の譲
渡

建 設 仮
勘 定 及
び 土 地
の譲渡
(注)3

449,051 − −

匿 名 組
合出資
(注)4

267,000 出資金 267,000

（注）１.取引金額には、消費税等は含まれておりません。
２.当社の金融機関からの借入金に対して債務保証を受けたものであり、保証料は支払

っておりません。
３.建設仮勘定及び土地の譲渡は、埼玉案件及び熊本案件の系統用蓄電所に係るもので、

帳簿価額により譲渡しております。
４.匿名組合出資は、同社を営業者とするKI1号匿名組合に対する出資であります。

Ⅹ １株当たり情報に関する注記
① １株当たり純資産額 141円74銭
② １株当たり当期純利益 9円87銭

Ⅺ 企業結合に関する注記
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連結注記表「Ⅸ 企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

Ⅻ 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「Ⅹ 重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年８月20日

株式会社クラダシ
取締役会 御中

RSM清和監査法人
東 京 事 務 所
指定社員
業務執行社員 公認会計士 中 村 直 樹

指定社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 淳 一

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社クラダシの２０２５年７月１日から２０２

６年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社クラダシ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項
が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結
論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算
書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその
内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年８月20日

株式会社クラダシ
取締役会 御中

RSM清和監査法人
東 京 事 務 所
指定社員
業務執行社員 公認会計士 中 村 直 樹

指定社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 淳 一

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社クラダシの２０２５年７月１日から

２０２６年６月３０日までの第１２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい
て計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切
でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその
内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第12期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査グループその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2021年11月16日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人RSM清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人RSM清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年８月20日
株式会社クラダシ 監査役会
常勤社外監査役 田 上 沙 織 ○印
社外監査役 小 川 敬 介 ○印
社外監査役 堀 口 拓 也 ○印

以 上
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